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市民の声を反映する｢知恵ラボ｣ の導入・活用に向けて
集合知形成デジタルプラットフォーム
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合意形成DXの実践へ
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注：「知恵ラボ」はJapaが企画・提供する集合知ラボのサービス名称
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１．「知恵ラボ」 とは

 ｢知恵ラボ」は、市民生活社会における地域課題（まちづくり）について、従来の行政主

導の公的合意形成プロセスの抱える課題・限界をブレイクスルー（合意形成DX）するために、

デジタル技術を活用して、「市民参加のレベルを引き上げる」（だれでも、いつでも、どこか

らでも参加し、集合知を政策起案・成案につなげる）ことを目的とするデジタルプラット

フォーム（Collective Wisdom Formation Digital Platform)。

 従来の行政主導型の公的合意形成プロセス（政策起案の前段階、政策検討段階）の課題

• 課題認識・政策起案の段階において、「市民の声・総意」の把握・反映が難しい。

• 検討段階の住民等への「意見聴取」等において、初めて関心を寄せる市民が少なくなく、議論が揺り戻される。

• 意見聴取の「場」への参加が時間的・空間的・身体的制約等により限定される。

 市民参加のレベルの引き上げが不可避

• 社会構造の変化、社会様式の変容により、基礎自治体として対応すべき新たな課題が陸続と励起し、地域課題

は複雑化・多様化し、柔軟な包摂的な解決が求められるも、基礎自治体の対応には、財政力・組織力的にみて、

限界があり、外部(市民・地縁専門家等)の知恵・実行力を活用せざるを得ない。市民は多様であり、多様な経

験知/実践知/専門知、実行力を有している。

• 広く「市民」と協働する「オープンガバナンス」等をベースに、市民参加のレベルを引き上げることが必須と

なってきている。

オープンガバメントとは、行政が持っているデータをオープンにして市民(含む団体、企業等)に使ってもらう、

データを使って課題を市民自身にも解決してもらおうという取り組み。
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補：地域課題への2つのアプローチ方法

コミュニティ維持
[つながり･担い手確保]

空き家活用
[群マネジメント
・まちづくり活用]

基礎自治体

コミュニティ【市民（住民・就業者・企業・団体等）、自治会】
域外関心者（個人､企業､団体等）

働く場･財源確保
[産業興し･地域循環経済化]

人口維持･減少抑制
[文化･多様性･寛容性]

高齢者対応
[社会的処方/社会参画]

兼居・兼業
自律/活性化

治安・防災
移住・定住

人・環境把握
まちづくり

社会的孤立･孤独
移動確保 相続地域包括ケア

企業/本社機能移転
子育て/教育環境

デジタル活用ｺﾐｭﾆﾃｨﾋﾞｼﾞﾈｽ

「知恵ラボ」活用による市民主導の集合知合意形成アプローチ

行政主導の公的合意形成プロセスによるアプローチ
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補：オープンガバメントの背景

米国

 オバマ政権時（2009年１月）に、｢オープンガバ
メント･イニシアティブ（Open Government 
Initiative）｣を発表

[オープンガバメント三原則]

1. 政府は透明(Transparency)になる

→公共知基盤形成⇒オープンデータ

2. 国民が政策決定に参加(participation)する

→市民参加型民主主義

3. 国民と協働(Collaboration)｣する

→官も民も公共サービスの担い手

日本：これまでの流れ

 2012年 ｢電子行政オープンデータ戦略｣」策定
 2013年 主要先進国サミットで「オープンデータ

憲章」策定
 2014年 オープンデータカタログサイト本格公開
 2015年 地方公共団体オープンデータ推進ガイド

ライン策定
 2016年 官民データ活用推進基本法

 欧州委員会 オープンガバメント概念図

出典：オープンガバナンスでひらく市民参加 V2 2017年11月26日 東京大学公共政策大学院 奥村 裕一 https://tinyurl.com/y2uuckhn

関連：シビックテックにおける市民参加型 プラットフォームの機能分類 石田聖 長崎県立大学論集 https://tinyurl.com/y5fujaad



5Copyright © 2023 Japan Association for Professionals’  Activities. All Rights Reserved. 

出典：「対話」 は事業参加の場 －ダム

建設事業に見る合意形成の条件─長谷部

─ダム建設事業に見る合意形成の条件─ 、

長谷部俊治 法政大学大学院公共政策研究

科教授、土木学会誌 Vol.105 No.3 March 

2020 に手法を加筆

Eight Rungs on a Ladder 
of Citizen Participation
市民参加の8階梯

（Sherry R. Arnstein A Ladder 
of Citizen Participation, Fig.2
（AIP Journal, July 1969）をも
とに、和訳を付け加えて作成

Citizen control
市民による制御

Delegated power
権限の委譲

Partnership
協力関係

Placation
懐柔

Consultation
意見の聴取

Informing
情報の提供

Therapy
治療的操作

Manipulation
世論操作

Nonparticipation
不参加

Degrees of tokenism
形式的参加

Degrees of 
citizen power
権利としての参加

補：市民参加のレベル(EARNスタインの8階梯)

パブリック
コメント

パブリック
インボルブメント

集
合
知
に
基
づ
く

「
知
恵
ラ
ボ
」

リスク
コミュニケーション
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２．「知恵ラボ」の合意形成プロセスにおける位置づけ

｢知恵ラボ」は、「公的な合意形成」の前段階において、市民主導型の「集合知形成」（課題
解決策の代替案）をデジタル技術を活用して行い、「市民総意」として、公的な「政策起案」
につなげる。

※この仕組みは、起案時の「庁内意見交換・聴取」、検討段階の既存の住民への「意見聴取」においても活用できる。

問題提起
［限定的関係者］

検 討
[庁内/委員会/審議会]

議会決定行政決定
市民主導型集合知形成

[問題提起 ⇒ 論点整理
⇒ 解決策の選択肢]

[知恵ラボ]

政策起案
[庁内]

検 討
[庁内/委員会/審議会]

議会決定行政決定

政策起案
[庁内]

【従来プロセス】 公的合意形成

【新たなプロセス】集合知に基づく合意形成

執行

執行

公的な合意形成手続き

初期の段階でズレ(論点/課題認識)を収束

公的な合意形成手続き

手続き法･地方条例等

[意見聴取､説明会､PI等]

地方自治法

[直接請求､請願･陳情等]

庁内意見
交換･聴取

手続き法･地方条例等

[意見聴取(ｱﾝｹｰﾄ､ﾊﾟﾌﾞｺﾒ)､説明会､PI等]

地方自治法

[直接請求､請願･陳情等]
庁内意見交換･聴取

知恵ラボの併用も可能
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声（投稿）

問題提起
意見/アイデア
解決策提案

市 民

オープンな
集合知形成デジタルプラットフォーム

知恵ラボ

テーマごとにフォーラム開設

Japa日本専門家活動協会

ファシリテート

専門知による
サポート

（投 稿）

行 政

サービス利用契約

システム提供
事務局運営支援

集合知を公的な
政策起案･評価
に つ な ぐ

連携

Japa会員･連携団体
地元大学・地元シンクタンク
地元関係団体(県人会､OB会等)

地域創生 / 活性化関係機関 等

ﾌｧｼﾘﾃｰﾀ
地元有識者

専門家
域内外

ビューワー

事実･データ提供
事 務 局

３．「知恵ラボ」 の基本スキーム

1. インターネットを利用して、｢市民の声を聞く｣､「他の市民の声が見える｣、｢市民の声（総意）がわかる」

2. SNSではできない「事実・データをベースに、ファシリテータ・専門家も参加しての集合知の導出」

3. 直接的な公的合意形成ではなく、「公的な政策起案・評価につなぐ」

4. オープンなデジタル場（Virtual社会）を介して､｢リアル社会でのつながる機会の拡大のきっかけとなる｣

5. 知恵ラボの地方展開を通じて、｢全国（地方）の多様な専門家の活躍の場を興し連携する」

住民､団体､企業
就業者､関係者等

プロボノ等
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補：集合知が成立するための条件対応

群衆の英知・集合知
 スロウィッキー(2004)の著書｢The Wisdom of Crowds(邦訳：｢みんなの意見｣は案外正しい)｣がベストセラーに

なって以来，一般市民などから構成される群衆の知恵は，専門家の知恵に劣るどころか，逆に専門家にも勝るこ

とが多いという現象が注目されるようになった。

 これまで世界中で実施されてきたさまざまな実験によって｢群衆の平均的な意見は正しい場合が多い｣ということ

が確認されている。このような現象は｢Wisdom of Crowds(群衆の英知)｣や｢Collective Intelligence(集合知)｣な

どと呼ばれる。

 Wisdom of Crowds が成立する(すなわち、集団が優れた判断をする)に必要な主たる4つの条件
 第 1 に｢十分な情報とメンバーの適正｣である。メンバーは判断するために必要十分な情報と適正(知力や意欲な

ど)を持っていなければならない。

 知恵ラボでは、当該討議テーマに関心や意欲ある市民に参加を促し、行政が当該討議テーマに関する事実・

データを提供する仕組みとしている。

 第 2 に｢多様性｣である。メンバーの意見が多様であるほど集団誤差は小さくなる。メンバー自身が多様であって

も、マスメディアなどによって個々の意見が偏ってしまうと，Wisdom of Crowds の効果は期待できない。

 知恵ラボでは、多様性を確保するために参加メンバーに制約を設けず、様々な方法で参加の周知案内を行う。

加えて、意見等に事実誤認や偏りが出ないように、専門家（群）が専門知を提供する仕組みとしている。

 第 3 に｢独立性｣である。個々のメンバーが独立して自分の意思を表明できるようにしなければならない。

 知恵ラボでは、同調圧力等を感じることなく自由な意思表明ができるように、ID登録（個人情報登録）した上

で、ニックネーム使用による匿名性を確保できる仕組みとしている。

 第 4 に｢集約性｣である。集団メンバーの多様かつ独立した意見をうまく集約する仕組みが不可欠である。

 知恵ラボでは、このための役割を担うファシリテータを配している。

出典：Wisdom of Crowds 論から考える討議デモクラシー の可能性 山梨県立大学 松井 亮太 日本原子力学会誌，Vol.63，No.8 

(2021) https://www.jstage.jst.go.jp/article/jaesjb/63/8/63_600/_pdf に知恵ラボの仕組みを加筆
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４．「知恵ラボ」の導入による効果

 ｢集合知形成  公的合意形成  執行」に係るプロセスのオープン(公開)化

 誰もがいつでもプロセス経緯/データを視認・共有でき、参加機会もオープンなため、「誰ひとり取り残さない」
(SDGsの理念）実践が可能となる。

まちづくりに関する「市民－行政－議会」の相互信頼性が高まり、政策立案以降の公的合意形成プロセス全体の
円滑化につながる。

事実･データ等に基づくEBPM (Evidence-based policy making）の見える化
 テーマごとに、ファシリテータ（進行役：地元有識者)を配することで、「声の大きさ」「感情」等に左右される

ことなく、事実/データに基づく合理的根拠(エビデンス)を共有した冷静な集合知形成に向けた議論が可能となる。

まちづくりに関する政策の納得性/信頼性が高まる。

個別的協業を超えるコレクティブ･インパクト(Collective Impact:集合的インパクト)の励起化
 デジタルの活用により、ダイバーシティ(多様性)＆インクルージョン (包摂)対応が可能となり、｢多数」を説得

するのではなく、「個」としての一人ひとりを尊重し向き合い、習い合える。

 まちづくりに関する共感、参画意識(自分事化)が高まる。

 自律した「個/コミュニティ」(群)が小規模・分散型でスタートアップし、それらが｢知恵ラボ」というデジタル
場でのつながりをきっかけとして、リアルな場も含めて、有機的に繋がり、参加者・関心者を巻き込みながら拡
がっていく「新たな結合」を生み出し、コレクティブ・インパクトへとつながっていく可能性を有する。

※市民主導/参加の形態として、従来は個別的な協働に留まり、それぞれの協働が更に連携して影響力を発揮す
る「コレクティブ・インパクト」というレベルまでは云っていないのが現状である。

まちづくりに関するレジリエンス(適応力)とイノベーション創出力が高まる。

新たな地平に向けた「まちづくり」の考え方/進め方の具現化(合意形成DX/政策DX)が低コスト
で可能となる。
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補：EBPMの必要性と取り組み

出典：首相官邸 EBPM推進委員会「EBPM課題検討ワーキンググループ取りまとめ」 2023.2.24 https://tinyurl.com/2gt6j3g9
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５.｢知恵ラボ」の事例
試行実施（於：大磯町)の概要

https://can1.canaly.co.jp/clabo/
 試行の概要

 知恵ラボのタイプ：「大磯町・知恵ラボ」

• 大磯町の町民にとって身近な問題（寄付に
よって整備した福祉センターの使い方）に対
して、住民主導で代替案を議論するタイプ

 目的：概念実証

• ｢知恵ラボ」という仕組みが実際に機能する
か、どういうシステム機能が必要とされるか
等を確認・検証すること

 実施体制

• Japa:企画・システム提供・事務局

• 大磯町：事実データ提供・参加呼びかけ

 試行結果

 参加者数：25名(入力が難しい利用者等の代行
入力5名を含む)＋ファシリテータ。延べ46投稿

 議論の結果：行政として政策起案につなげられ
る2つの代替案が導出された

 試行後

 参加者への評価アンケート実施 ⇒報告書作成

• 公開議論することに対する評価が高い。

• ファシリテータ、専門家、行政の役割分担の
明確化が課題。

 町長に結果報告：政策起案へのつなぎ要請

 ｢知恵ラボ」サイトに報告書UP (アーカイブ）

詳細は下記/QRコードより確認ください

https://can1.canaly.co.jp/clabo/


